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ICT やエネルギー技術の普及・発展を背景に 100 年に 1 度のモビリティ革命が起きつつある．しかし，

モビリティ革命をもたらす技術・サービスの環境負荷に関する学術的・客観的な評価は行われていない．

そこで，著者らがこれまで確立してきた LCA（Life Cycle Assessment）や WtoW（Well to Wheel）評価の手

法を援用・拡張し，次世代モビリティツールや新技術・サービスが交通システムの低炭素性に与える影響

を包括的・定量的に把握し，地域特性に応じて低炭素性の条件を満たしつつ，シームレスな移動そして

QOL（Quality of Life）向上に寄与できるような交通システムを見いだす方法論の開発を進めている．本稿

では，その手法のフレームワークを提示する． 
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1. はじめに 
 

(1) 研究の背景 

日本は2050年までに国内の温室効果ガスの排出を「実

質ゼロ」とする「2050年カーボンニュートラル」方針を

表明した．GHG（Greenhouse gas）排出総量の2～3割を占

める運輸部門においては，その削減のために技術・車

両・運行形態の革新を図るのみならず，移動の変更を伴

う交通システム全体の改善が必要不可欠である． 

一方で，近年はICTやエネルギー等に関する新技術の

活用に伴い「モビリティ革命」が起きつつあると言われ

て い る ． CASE （ Connected ・ Automated ・ Shared ・

Electrification）と呼ばれる自動車の根本的な変革が予想

され，MaaS（Mobility as a Service）を実現するための交通

モード間連携が注目を浴びている．しかし，これらモビ

リティ革命をもたらす新たな技術・サービスの環境負荷

に関する学術的・客観的な評価や検討はほとんど行われ

ていない． 

 

(2) 研究の目的 

著者の加藤を代表として，（独）環境再生保全機構・

環境総合推進費による研究プロジェクト「モビリティ革

命が脱炭素化を実現するための条件（1G-2001）」を

2020年から2022年まで3年間実施している．その核心と

して，モビリティ革命が交通活動のGHG排出量にいか

なる影響を及ぼし，その進展状況を調整することでいか

にGHG排出量を削減できるかの検討に適用可能な評価

手法を構築する． 

そのために，ライフサイクルGHG（以降，LC-GHG排

出量）評価手法1),2),3),4)を援用し，新たな交通サービスを

担う交通具についてもLC-GHG排出量をWtoW（Well to 

Wheel）で評価できるようにする．また，各交通システ

ムに様々な新技術・サービスを導入した場合の低炭素性

変化を把握し，さらに需要・供給状況やインフラ整備・

エネルギー技術等の要因による変化も考慮できる評価手

法を開発する．  

これを実際の都市に評価し検証する．結果を踏まえ，

地域特性に合わせてシームレスな移動と低炭素性の向上

を同時に実現することで，QOL向上にも寄与できる評価

手法，すなわち「モビリティ革命が脱炭素化を実現する

ための条件」を明らかにする手法を確立することが本研

究の目的である．  
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2. 提案する評価手法と LCA適用 
モビリティ革命の低炭素性評価のフレームワークを図

-1に示す． 

近年はCASEやMaaSなどのモビリティ革命をけん引す

る新技術・サービスに関する研究開発が盛んに行われて

いる．しかし，これらについてはこれまで学術的な整理

が行われていない．そこで，様々な文献・報道等を俯瞰

し，モビリティ革命をもたらす新技術・サービスの環境

負荷に関する諸要素の関係性および変動要因などを整理

した．また，著者らがこれまで確立してきたLCAや

WtoW評価手法を用いて，交通システムを構成するイン

フラ・車両の製造から使用・維持管理・廃棄までのLC-

GHG排出量の推計プロセスを一体的に特定化し，GHG

排出量変動要因を示すとともに，その関係性を整理した． 

著者ら1)は，交通システムの環境性能評価において

LCAの考え方を適用する必要性を明らかにし，その方法

論を開発・評価してきている．そして，通常のLCAでは

個別に評価される車両やインフラをまとめて一体的な交

通システムとして扱うSyLCEL（System Life Cycle 

Environmental Load）2)による評価を行った．さらに，交通

システム利用・走行状況を反映させ，交通社会資本整備

に影響を受ける他の交通手段や活動まで評価を拡張した

範囲（バウンダリー）でのライフサイクル環境負荷を

ELCEL（Extended Life Cycle Environmental Load）2)3)4)と呼び，

道路整備や新規鉄軌道整備時におけるGHG排出量変化

の評価手法5)を構築してきている．これによって，都市

内の各種交通手段（自転車，電動アシスト自転車，電気

自動車，タクシー，BRT，LRTなど）のLC-GHG排出量

を推計・比較した研究6)や，LRT導入が環境負荷削減に

とって有効かどうか，需要量等の条件に応じていずれの

交通機関が環境負荷削減に資するかをSyLCELおよび

ELCELに着目して明らかにした研究を行ってきた．さら

に，需要などによる感度の分析を通じて不確実性を考慮

できる方法論を提示7)している． 

以上のフレームワークは，モビリティ革命を構成する

新技術・サービスの評価においても必要かつ適用可能で

ある．そこで，これまで確立してきた既存の交通モード

を対象とするLCAやWtoW評価手法等を援用・拡張し，

新技術・サービスについての必要情報を収集・分析し，

適用する． 
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交通ルート → 都市全域 → 国全体へ拡張

＜交通システム＞
交通具・交通主体・交通路

低炭素性評価

＜交通サービス＞
既存・新しいサービスの提供・利⽤

LCA （Life Cycle Assessment）・ Well to Wheel

廃 棄
インフラ・⾞両の

素材・部品・施設など

使⽤・維持管理
燃費・電費、⾛⾏距離・速度、メンテナンスなど 廃棄・リサイクル

製 造

SyLCEL（System Life Cycle Environmental Load）
システムを構成するインフラ＋⾞両の中⻑期にわたるライフサイクル分析およびGHG排出量推計

ELCEL（Extended Life Cycle Environmental Load）
SyLCEL+システム整備によって影響を及ぼす他の交通システムや社会全体のGHG排出量推計

＜交通マネジメント＞
地域社会・都市空間構造

QOL（利便性および効率性）の向上と
脱炭素化を実現できる最適交通モード組み合わせと条件を提⽰

ICT

各種サービスへ拡張

交通システムの拡張

SyLCEL
ELCEL

 

図-1 低炭素性評価のフレームワーク 
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一方，「モビリティ革命」により新技術・エネルギー

などの様々な要素が関与することで，地域の人口・世帯

をはじめ，地形・気候や交通需要・活動などの地域的特

性と交通システム（交通具・交通主体・交通路からな

る）がどのように関連付けられ，将来どのように変化し

ていくか，また，車両およびシステム整備（前後）によ

って都市全域・国全体および他交通機関・サービスなど

にどれぐらい環境負荷に影響を与えるのかを，効果が生

じる範囲まで推計を拡張（ELCEL）して評価する． 

 

 

3. 低炭素性評価の概要 
 

(1) LCAに基づくGHG排出量変動要因の整理 

モビリティ革命を推進する主要因となる新技術・サー

ビスを，モード（交通具）・サービス（交通路）・ライ

フスタイル（交通主体）別に抽出し表-1に示す．抽出し

た各項目の概要と普及・実装状況を整理し，それらの組

み合わせによるGHG排出量変動の主要因を，製造から

使用，廃棄までのライフサイクルに着目して把握するた

めにLCプロセスツリーを構築した（図-2）．これを用

いると，新技術・サービスの導入によって交通起源

GHG排出量（または原単位）が変動する要因について，

外生要因である交通需要や燃料源，さらにこれらを規定

する社会経路を含め，技術要因・地域要因・行動変容要

因・外的要因などを加味した分析が可能となる．  

 

(2) 評価に必要となるデータ収集および分析 

表-1に示す14項目および次世代モビリティツールやシ

ステムをLCプロセスツリーに適用することで，SyLC-

GHG排出量を推計することができる． 

評価範囲は「車両」（交通具）および「インフラ」

（交通路）の製造・建設段階から，運行・運用にかかる

維持・管理段階，廃棄段階までの一連の過程である．車

両のLCAは「製造」「使用・維持管理」「廃棄」の各段

階からなる．「製造」段階は「素材・部品・車体」の製

品製造とする．「使用・維持管理」は「燃費・電費」

「走行距離・速度」「メンテナンス」など，「廃棄」は

「廃棄」「リサイクル」の段階とする．「インフラ」の

場合は，「建設」「維持・運用」の段階とする． 

これら各段階の評価に標準的に使用できるライフサイ

クルのGHG排出原単位の整備については，既に整備さ

れているものを文献などから収集するとともに，ヒアリ

ング調査などを通じて素材・部品の情報・データを収集

し，LCIデータベースIDEAから製造時の原単位を整備す

る．走行時の原単位については，次世代モビリティツー

ルの公表情報・データがほとんどないため，ヒアリング

表-1 モビリティ革命を構成する主要因となる 

  代モビリティ技術・サービス 

モード:M
（交通具）

M1 M2 M3 M4 M5

サービス:S
（交通路）

S1 S2 S3 S4 S5

ライフ
スタイル︓L

（交通主体）

L1 L2 L3 L4

電気⾃動⾞
⽔素⾃動⾞

超⼩型
EV GSM 電動バス ⾃律⾛⾏

バス

カーシェア
リング

ライドシェア
リング

バイク/サイク
ルシェアリング

モード連携
サービス
（MaaS）

貨客混載
サービス

リモート
ワーク

フレキシブル
オフィス

EC・
デリバリー

オンライン
診療  

 

使⽤
維持
管理

廃
棄

動⼒源の調達

交通需要

交通具だけで
なくサービス
提供のための
インフラ含む

製造
乗⾞時だけでなく
サービスを維持する
運営管理を含む

製造

社会経路要因

社会経路要因

 
図-2 次世代モビリティ技術・サービスのLC-GHG排出量  

   推計の LCプロセスツリーの概略 

 

表-2 GHG排出量の簡易推計の考え方 

 
a) 既存・次世代モビリティツールの導入時に考慮する事項 

確実に生じる変化 

既存路線での削減 新規路線での増加 

距離×便数 

実際の運行便数と 
燃料・電力消費量 

台（車両）kmあたり原単位 
(燃費/電費)を用いる 

不確実な変化 

①転換 ②転換 

自家用車 
徒歩・ 
自転車 移動者数の

増加 
道路渋滞の

緩和 
利用 

促進策等 転換量把握・仮設定など 

便数の増減 
 

 
b) 簡易評価の枠組 

目的 
次世代モビリティ導入が 

環境面で有利かどうかを判断 

評価対

象・範囲 
車両 

（既存・新） 
インフラ 

（軌道・電停など） 

評価 
要素 

環境負荷排出量 
（GHG排出量） 

評価 
指標 

ライフサイクル環境負荷排出量 
 [人km・車kmあたり] 

走行 
維持 
補修 

道路 電停 軌道 車両 

ライフ 
タイム 

インフラ建設期間＋ 
共用期間60年， 

車両30年 

標準原単位を用いて 
積み上げ計算 

使用 
原単位 

標準原単位 その他の標準 

イン

フラ 

イン

フラ

外部 

維持 
補修 

走行 
速度 

コン

クリ

ート 

車両 
製造 

ケース 
スタディ 

路線

長[km] 

定員 
[人/ 
編成] 

混雑率 
[%] 

需要

量 
[人/日] 

電停

数 

車両 
重量 

[t/編成] 
〇〇 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇 
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調査による実測データ入手や実車両の電費計測試験を通

じてWtoW原単位を整備する． 

これを用いて地域的特性に応じた利用状況・条件など

におけるGHG排出量を推計し，それらの組み合わせを

比較・分析できる．例えば，乗用車依存型都市などを対

象に鉄道・路線バス等の中大量公共交通へ転換させるた

め，端末交通機関としてシェア型のパーソナルモビリテ

ィを導入する際，利用距離別・利用人数別・乗用車種類

別に転換および導入前後の低炭素性が，中大量公共交通

と端末交通機関を合わせて交通システム全体で把握する

ことができる． 

 

(3) LCAに基づくGHG排出量の簡易推計の考え方 

以上の考え方を用いて，次世代モビリティツールや

ICT・エネルギー技術，およびそれらの組み合わせであ

る交通システムの導入が低炭素化に貢献するといえるか

どうかを，客観的・定量的に評価できる簡易推計の考え

方を構築した（表-2）．これは，導入によって変化する

要因を「確実に生じるもの」と「不確実なもの」に分け，

交通システムのライフサイクルの各段階におけるGHG

排出量の変化を精度別に把握できる． 

これを用いると，新技術・サービスなどを導入す

る際，利用者数（交通需要）などの地域特性に応じて

供給・需要に係る変動要因や低炭素化効果を包括的かつ

精度を意識して把握できる．また，地域のプロジェクト

別の低炭素性評価・比較が可能となる． 

 

 

4. おわりに 

 

コロナ禍により我々の生活パターンや仕事が大きく変

化しており，終息後も交通活動の大きな変化が予想され

る．外出制限によってシェアサイクルやフードデリバリ

ーサービス，出勤用オンデマンド相乗りタクシー，買い

物や薬の受け取りの代行サービスなどが普及しつつある．

このような状況の中で交通需要が量的に縮小し質的に変

化すると予測されることから，その対応としてモビリテ

ィ革命を推進するという方向性も必要である． 

以上も含め，エネルギーや社会経済トレンドの将来動

向をシナリオ分析によって考慮しながら，モビリティ革

命が利便性・効率性向上のみならず脱炭素を実現する交

通システムを生み出すための条件を明らかにし，そのた

めの中長期的な交通政策を提言することが必要である．  

本研究で開発する手法は，国の低炭素技術の導入支援

事業における評価手法への適用や，地方自治体における

EBPM（Evidence Based Policy Making）に活用できるよう

にする予定である． 
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